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表紙

上記事項は、法令及び定款第15条の規定に基づき、書面交付請求
をいただいた株主様に対して交付する書面（電子提供措置事項記載
書面）への記載を省略しております。

第48回定時株主総会の招集に際しての
電子提供措置事項

連結株主資本等変動計算書
連 結 注 記 表
株主資本等変動計算書
個 別 注 記 表

第48期（2022年１月１日～2022年12月31日）

イーソル株式会社
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連結株主資本等変動計算書

(2022年 １月 １日から
2022年12月31日まで )
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 1,041,818 965,392 3,700,431 △83,646 5,623,996

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △112,031 △112,031

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △357,830 △357,830

自 己 株 式 の 処 分 11,375 1,618 12,993

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 － 11,375 △469,862 1,618 △456,868

当連結会計年度末残高 1,041,818 976,768 3,230,569 △82,027 5,167,128

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 153,268 496 153,764 5,777,761

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △112,031

親会社株主に帰属する
当 期 純 損 失 △357,830

自 己 株 式 の 処 分 12,993

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 ) 85,657 2,749 88,406 88,406

当連結会計年度変動額合計 85,657 2,749 88,406 △368,461

当連結会計年度末残高 238,925 3,245 242,171 5,409,299

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表

連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の状況

・連結子会社の数 ２社
・連結子会社の名称 イーソルトリニティ株式会社

eSOL Europe S.A.S.

⑵　持分法の適用に関する事項
持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法適用の非連結子会社及び関連会社数
１社

・会社等の名称 株式会社オーバス
・決算日が連結決算日と異なるため、連結決算日を基準とした仮決算に基づく計算書類を採用しておりま

す。

⑶　連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は、連結会計年度の末日と一致しております。

⑷　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
ロ．デリバティブ 時価法
ハ．棚卸資産

・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）
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連結注記表

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を、在外連結子会社は定額法によって
おります。
（ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）、2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び金型について
は定額法によっております。）
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物附属設備　　　　６～18年
工具、器具及び備品　２～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
・市場販売目的のソフトウエア

見込販売収益に基づく償却額と残存有効期間(３年以内)に基づく均等配
分額とを比較し、いずれか大きい額を計上する方法を採用しておりま
す。

・自社利用のソフトウエア
社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。なお、当連結会計年度におい
ては、貸倒実績はなく、また貸倒懸念債権等もないため、貸倒引当金を
計上しておりません。

ロ．賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当
連結会計年度負担額を計上しております。

ハ．受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末において損
失が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが可能なものにつ
いては、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる損失額を引当計上して
おります。
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連結注記表

④　収益及び費用の計上基準
当社グループの顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務内容及び当該履

行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
組込みソフトウェア事業 自社製ソフトウェア製品の開発・販売については、ソフトウェア製品が

顧客に供与された時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得する
ことから履行義務が充足され、当該時点で収益を認識しております。エ
ンジニアリングサービス（受託開発）については、開発されたソフトウ
ェアが顧客に検収された時点で収益を認識しております。一部のエンジ
ニアリングサービス（受託開発）については、見積総原価に対する発生
原価の割合で進捗度を測定する方法に基づいて一定の期間にわたり収益
を認識しておりますが、開発案件の多くは顧客が検収した時点で契約に
て合意された仕様に従っていることが確かめられ、完全に履行義務が充
足されることから、当該検収時点で収益を認識しております。

センシングソリューション事業 ハードウェアの開発・販売については、商品の検収時点において顧客が
当該商品に対する支配を獲得することから履行義務が充足されますが、
出荷時から当該商品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間
であるため、出荷時点で収益を認識しております。

⑤　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。

⑥　重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっております。また、為替変動リスクのヘッジにつ

いて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しておりま
す。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象　　ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…ソフトウェア・ライセンスの輸出入取引に係る外貨建債権

債務
ハ．ヘッジ方針 デリバティブ取引を行う場合には、原則として収益獲得を目的とした積

極的な取り扱いではなく、将来の為替変動リスクを回避することを目的
とし、その範囲内で取り扱うものとします。
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連結注記表

科目名 金額
繰延税金資産 324千円
繰延税金資産（繰延税金負債と相殺前の金額） 38,059千円

ニ．ヘッジの有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累積又は相場変動と、ヘッジ手
段のキャッシュ・フロー変動の累積又は相場変動を比較し、両者の変動
額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、振当処
理によっているものについては、有効性の評価を省略しております。

２，会計方針の変更に関する注記
（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点
で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

この会計方針を適用することによる当連結会計年度の損益に与える影響はありません。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84号ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、当連結会計年度の期首より新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計
年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、当該期首残高
に与える影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示し
ておりました「受取手形及び売掛金」は、当連結会計年度より「受取手形」、「売掛金」及び「契約資産」
に含めて表示し、「流動負債」に表示しておりました「前受金」は、当連結会計年度より「契約負債」に含
めて表示しております。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計
基準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定
会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

なお、当該会計基準等の適用が連結計算書類に与える影響はありません。
また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記

を行うこととしました。

３．会計上の見積りに関する注記
⑴　繰延税金資産の回収可能性

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
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連結注記表

⑴　有形固定資産の減価償却累計額 371,743千円

電子記録債権
支払手形
電子記録債務

352千円
781千円

1,870千円

株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 21,460,800株 －株 －株 21,460,800株

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．算出方法

将来減算一時差異等に対して、将来の収益力に基づく課税所得の見積りにより繰延税金資産の回収可
能性を判断しております。

ロ．主要な仮定
将来の収益力に基づく課税所得の見積りは、取締役会によって承認された事業計画に基づいて行って

おりますが、当該事業計画における主要な仮定は、将来の売上予測及び開発投資であります。
ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

将来の課税所得の見積りは現時点における最善の見積りであると考えておりますが、主要な仮定であ
る 将 来 の 売 上 予 測 及 び 開 発 投 資 は 、 メ イ ン タ ー ゲ ッ ト と し て 注 力 し て い る 自 動 車 市 場 が
CASE（Connected つながる車、Autonomous 自動運転、Shared & Service シェアリングサービ
ス、Electric 電動化）と呼ばれる領域の進展により大きな変革期にあり、同市場の動向等に影響を受け
ることから不確実性を伴い、当該仮定の変動により課税所得の見積額が減少した場合、翌連結会計年度
の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

4．連結貸借対照表に関する注記

⑵　連結会計年度末日満期手形等の処理
連結会計年度末日満期手形等の処理については、手形交換日又は現金決済日をもって決済処理をしており

ます。なお、当連結会計年度の末日が金融機関の休業日であったため、次の連結会計年度末日満期手形等が
期末残高に含まれております。

5．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　発行済株式の種類及び総数に関する事項
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株式の種類 当連結会計年度
期首の株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度末
の株式数

普通株式 1,097,262株 －株 21,232株 1,076,030株

決 議 株式の種類 配当金の総額 1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2022年３月30日
定時株主総会 普通株式 81,454千円 4.0円 2021年12月31日 2022年３月31日

2022年８月10日
取締役会 普通株式 30,577千円 1.5円 2022年６月30日 2022年９月5日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 1株当たり
配当額 基準日 効力発生日

2023年３月30日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 81,539千円 4.0円 2022年12月31日 2023年３月31日

⑵　自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の減少21,232株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものでありま
す。

⑶　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

6．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
当社グループの資産運用については、流動性の高い金融資産を中心に運用しております。デリバティブ

は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は一切行わない方針であります。
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②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
営業債権である受取手形、売掛金及び契約資産は、顧客の信用リスクに晒されております。また、海外

で事業を行うにあたり生じる外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建
の買掛金の残高も有しており、そのバランスが崩れた際に先物為替予約を利用してヘッジしております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが短期間の支払期日であります。一部外貨建のも
のについては、為替の変動リスクに晒されておりますが、同じ外貨建の売掛金の残高も有しており、その
バランスが崩れた際に先物為替予約を利用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物
為替予約取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有
効性の評価方法等については、前述の「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
等「⑷　会計方針に関する事項 ⑥　重要なヘッジ会計の方法」」をご参照下さい。

③　金融商品に係るリスク管理体制
イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、内規に従い、営業債権について、各事業部門における営業担当並びに管理部の与信担当が主
要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務
状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。連結子会社についても、当社の
内規に準じて、同様の管理を行っております。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しているため、信用リス
クはほとんどないと認識しております。

ロ．市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
当社は、外貨建の営業債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対して、原則

として先物為替予約を利用してヘッジしております。有価証券及び投資有価証券については、定期的に
時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握して保有の可否を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、内規に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行って
おります。取引実績は、半期ごとに取締役会に報告しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流

動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額

が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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(単位：千円)
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

① 投 資 有 価 証 券
　 そ の 他 有 価 証 券 606,426 606,426 －
資 産 計 606,426 606,426 －

区分 連結貸借対照表計上額（千円）
非上場株式 34,407

⑵　金融商品の時価等に関する事項
2022年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、売掛金及び契約資産、支払手形及び買掛金、
未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから注記を省略しております。

（注）市場価額のない株式等は「①　投資有価証券」に含めておりません。当該金融商品の連結貸借対照表価
額は次のとおりであります。

⑶　金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル

に分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計
投資有価証券
　その他有価証券 424,897 － － 424,897
資産計 424,897 － － 424,897

組込みソフトウェア
事業

センシング
ソリューション事業 合計

ソフトウェア製商品 1,906,440千円 －千円 1,906,440千円
ハードウェア製商品 － 556,994 556,994
エンジニアリングサービス 6,522,621 － 6,522,621
顧客との契約から生じる収益 8,429,061 556,994 8,986,056
その他の収益 － － －
外部顧客への売上 8,429,061 556,994 8,986,056

①　時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

（注）１．「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号　2019年７月４日）
第26項に従い、経過措置を適用した投資信託は上表には含めておりません。連結貸借対照表にお
ける当該投資信託の金額は181,529千円であります。

２．時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１に分類しております。

７．収益認識に関する注記
⑴　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（注）外部顧客への売上と連結計算書類の売上高との差額は、未実現利益113,648千円であります。

⑵　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
「１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等　⑷　会計方針に関する事項　

④　収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 1,609,691千円 1,482,293千円
契約資産 28,927 －
契約負債 114,534 124,982

⑴　１株当たり純資産額 265円36銭
⑵　１株当たり当期純損失 △17円56銭

⑶　当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
①　契約負債の残高等

契約資産は、主にソフトウェア開発において進捗度の測定に基づいて認識した収益に係る未請求売掛金で
あります。

契約負債は、主に保守サービスなど継続して役務の提供を行う契約について、顧客から受け取った前受金
であり、収益の認識に伴い取り崩されます。

過去の期間の充足（または部分的に充足）した履行義務から当連結会計年度に認識した収益の額に重要性
はありません。

②　残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいて、個別の契約が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用し、残

存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価
格に含まれていない重要な金額はありません。

８．１株当たり情報に関する注記

９．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

10．その他の注記
該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

(2022年 １月 １日から
2022年12月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本
合　　計資本準備金 その他資本

剰　余　金
資本剰余金
合　　　計 利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 1,041,818 942,093 23,299 965,392 16,220 10,000 3,567,585 3,593,806 △83,646 5,517,371

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △112,031 △112,031 △112,031

当 期 純 損 失 △245,729 △245,729 △245,729

自己株式の処分 11,375 11,375 1,618 12,993
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － 11,375 11,375 － － △357,760 △357,760 1,618 △344,766

当 期 末 残 高 1,041,818 942,093 34,674 976,768 16,220 10,000 3,209,825 3,236,046 △82,027 5,172,605

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券

評 価 差 額 金
評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 153,268 153,268 5,670,639

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △112,031

当 期 純 損 失 △245,729

自己株式の処分 12,993
株主資本以外の項目
の当期変動額(純額) 85,657 85,657 85,657

当期変動額合計 85,657 85,657 △259,109

当 期 末 残 高 238,925 238,925 5,411,530

株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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個別注記表

個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
②　その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法
③　デリバティブ 時価法
④　棚卸資産

・商品 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）

・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した
建物（建物附属設備を除く）、2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物並びに金型については定額法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物　　　　　　　　６～18年
工具、器具及び備品　２～10年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用のソフトウエア 　　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま

す。

－ 13 －



2023/03/06 16:24:04 / 22940885_イーソル株式会社_招集通知

個別注記表

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。なお、当事業年度において
は、貸倒実績はなく、また、貸倒懸念債権等もないため、貸倒引当金を
計上しておりません。

②　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当
事業年度負担額を計上しております。

③　受注損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において損失が
見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが可能なものについて
は、翌事業年度以降に発生が見込まれる損失額を引当計上しておりま
す。

⑷　収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務内容及び当該履行義務を充

足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
組込みソフトウェア事業 自社製ソフトウェア製品の開発・販売については、ソフトウェア製品が

顧客に供与された時点において顧客が当該製品に対する支配を獲得する
ことから履行義務が充足され、当該時点で収益を認識しております。エ
ンジニアリングサービス（受託開発）については、開発されたソフトウ
ェアが顧客に検収された時点で収益を認識しております。一部のエンジ
ニアリングサービス（受託開発）については、見積総原価に対する発生
原価の割合で進捗度を測定する方法に基づいて一定の期間にわたり収益
を認識しておりますが、開発案件の多くは顧客が検収した時点で契約に
て合意された仕様に従っていることが確かめられ、完全に履行義務が充
足されることから、当該検収時点で収益を認識しております。

センシングソリューション事業 ハードウェアの開発・販売については、商品の検収時点において顧客が
当該商品に対する支配を獲得することから履行義務が充足されますが、
出荷時から当該商品の支配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間
であるため、出荷時点で収益を認識しております。

⑸　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。
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⑹　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジに

ついて振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しており
ます。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段…為替予約
ヘッジ対象…ソフトウェア・ライセンスの輸出入取引に係る外貨建債権

債務
③　ヘッジ方針 デリバティブ取引を行う場合には、原則として収益獲得を目的とした積

極的な取り扱いではなく、将来の為替変動リスクを回避することを目的
とし、その範囲内で取り扱うものとします。

④　ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累積又は相場変動と、ヘッジ手
段のキャッシュ・フロー変動の累積又は相場変動を比較し、両者の変動
額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価しております。ただし、振当処
理によっているものについては、有効性の評価を省略しております。

２．会計方針の変更に関する注記
(収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」
という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当
該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

この会計方針を適用することによる当事業年度の損益に与える影響はありません。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84号ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、当事業年度の期首より新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期
首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、当該期首残高に与える
影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示しておりま
した「売掛金」は、当事業年度より「売掛金」、「契約資産」に含めて表示し、「流動負債」に表示してお
りました「前受金」は、当事業年度より「契約負債」に含めて表示しております。
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科目名 金額
繰延税金資産 －千円
繰延税金資産（繰延税金負債と相殺前の金額） 37,734千円

⑴　有形固定資産の減価償却累計額 366,161千円

①　短期金銭債権 456,592千円
②　短期金銭債務 75,256千円

電子記録債権
支払手形
電子記録債務

352千円
781千円

1,870千円

（時価の算定に関する会計基準等の適用）
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会
計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

なお、当該会計基準等の適用が計算書類に与える影響はありません。

３．会計上の見積りに関する注記
⑴　繰延税金資産の回収可能性

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
詳細は連結計算書類「連結注記表　３．会計上の見積りに関する注記　⑴　繰延税金資産の回収可能

性」に記載のとおりであります。

4．貸借対照表に関する注記

⑵　関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

⑶　期末日満期手形等の処理
期末日満期手形等の処理については、手形交換日又は現金決済日をもって決済処理をしております。な

お、当事業年度末日が金融機関の休業日であったため、次の期末日満期手形等が期末残高に含まれておりま
す。
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短期金銭債務 9,000千円
長期金銭債務 88,153千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 2,366,605千円
売上原価 24,539千円
販売費及び一般管理費 218,930千円

営業取引以外の取引高 332,535千円

株式の種類 当事業年度期首の
株式数

当事業年度増加株
式数

当事業年度減少株
式数

当事業年度末の株
式数

普通株式 1,097,262株 －株 21,232株 1,076,030株

⑷　取締役等に対する金銭債務

役員退職慰労金制度廃止に伴う未払役員退職金であります。

5．損益計算書に関する注記

6．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の減少21,232株は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分によるものでありま
す。
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個別注記表

繰延税金資産
賞与引当金 17,608千円
棚卸資産 22,909千円
未払事業税 7,601千円
役員退職未払金 30,054千円
株式報酬費用 10,101千円
減価償却超過額 4,246千円
資産除去債務 37,687千円
関係会社株式評価損 21,433千円
税務上の繰越欠損金 33,140千円
その他 60,407千円

繰延税金資産小計 245,193千円
評価性引当額 △207,458千円
繰延税金資産合計 37,734千円
繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 105,446千円
その他 26,137千円

繰延税金負債合計 131,584千円
繰延税金負債純額 93,849千円

7．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

８．収益認識に関する注記
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報について、「連結注記表　７．収益認識に関

する注記」に同一の内容を記載しておりますので注記を省略しております。
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個別注記表

種 類 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

関 連 会 社 ㈱ オ ー バ ス 直接 35.0％
所有

　

・ソフトウェア
の受託開発
・ソフトウェア
ライセンスの販
売
・従業員の出向
・役員の兼任

ソフトウェ
アの受託開
発
ソフトウェ
アライセン
スの販売
（注）２

2,362,248 売 掛 金 388,104

⑴　１株当たり純資産額 265円47銭
⑵　１株当たり当期純損失 △12円06銭

9．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

各取引については、一般の取引条件に基づき、双方協議のうえ決定しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

12．その他の注記
該当事項はありません。
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